
申請に基づく処分に係る審査基準及び標準処理期間 

 

 

条例又は規則名及び条項 処分の概要 担当課名 

盛岡市個人情報保護条例（平成16

年盛岡市条例第７号）第34条 

個人情報の利用停止請求に対する

決定 

総務課 

 

◎ 審査基準について 

   盛岡市個人情報保護条例（平成16年盛岡市条例第７号。以下「条例」という。）第34条の規

定に基づき個人情報の開示請求があった場合の審査基準について、次のとおり条例から関係条

文を抜粋して公表します。 

   なお、この条例の解釈・運用については、別途「個人情報保護事務の手引き」により公表し

ているとおりです。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 個人情報 生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日

その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合すること

により、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。 

(２) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員

会、固定資産評価審査委員会、地方公営企業の管理者及び議会をいう。 

(３) 行政文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作ら

れた記録をいう。第51条第１項及び第２項を除き、以下同じ。）であって、当該実施機関

の職員が組織的に用いるものとして当該実施機関が保有しているものをいう。ただし、次

に掲げるものを除く。 

ア 新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行されるもの 

イ 図書館その他の規則で定める施設において、歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究

用の資料として特別の管理がされているもの 

(４) 特定個人情報 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成25年法律第27号。以下「番号法」という。）第２条第８項に規定する特定個人

情報をいう。 

(５) 情報提供等記録 番号法第23条第１項及び第２項（これらの規定を番号法第26条にお

いて準用する場合を含む。）に規定する記録に記録された特定個人情報をいう。 

（収集の制限） 

第５条 実施機関は、個人情報を収集するときは、あらかじめ当該個人情報を取り扱う目的

を明らかにし、当該目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収

集しなければならない。 

２ 実施機関は、個人情報を収集するときは、本人から直接収集しなければならない。ただ

し、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

(１) 本人の同意があるとき。 



(２) 法律（これに基づく命令を含む。）、県の条例若しくは規則、市の他の条例若しく

は規則又は地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の９に規定する処理基準（以下

「法令等」という。）の規定に基づくとき。 

(３) 出版、報道等により公にされているものから収集するとき。 

(４) 個人の生命、身体又は財産を保護するため、緊急かつやむを得ないと認められると

き。 

(５) 所在不明、心神喪失等の事由により、本人から収集することができないとき。 

(６) 争訟、選考、指導、相談等の事務を行う場合において、本人から収集したのでは当

該事務の目的の達成が損なわれ、当該事務の適正な執行に支障が生ずると認められると

き。 

(７) 他の実施機関から収集する場合であって、当該個人情報を収集することに相当の理

由があり、かつ、本人の権利利益を不当に侵害するおそれがないと認められるとき。 

(８) 国、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平

成15年法律第59号）第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）、市

以外の地方公共団体、地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118

号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）その他公共団体又

は公共的団体（以下「国等」という。）から収集する場合であって、当該個人情報を収

集することが事務の性質上やむを得ず、かつ、本人の利益を不当に侵害するおそれがな

いと認められるとき。 

(９) 前各号に掲げる場合のほか、実施機関が審議会の意見を聴いた上で、公益上の必要

その他相当の理由があると認めたとき。 

３ 実施機関は、思想、信条及び信教に関する個人情報並びに社会的差別の原因となるおそ

れのある個人情報を収集してはならない。ただし、法令等の規定に基づくとき又は審議会

の意見を聴いた上で、実施機関が個人情報を取り扱う事務の目的を達成するために必要が

あると認めたときは、この限りでない。 

（利用及び提供の制限） 

第６条 実施機関は、個人情報（法人その他の団体の活動に関する情報に含まれる当該法人

その他の団体の役員に関する情報及び事業を営む個人の当該事業に関する情報であって特

定個人情報でないもの並びに特定個人情報を除く。以下この条において同じ。）を取り扱

う目的以外の目的のために、個人情報を当該実施機関内部において利用し、又は当該実施

機関以外のものに提供してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、

この限りでない。 

(１) 本人の同意があるとき又は本人に提供するとき。 

(２) 法令等の規定に基づくとき。 

(３) 出版、報道等により公にされている場合において、個人の権利利益を不当に侵害す

るおそれがないと認められるとき。 

(４) 個人の生命、身体又は財産を保護するため、緊急かつやむを得ないと認められると

き。 

(５) 実施機関の内部で利用し、又は他の実施機関に提供する場合であって、事務の執行

上やむを得ず、かつ、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがないと認められると

き。 



(６) 国等に対して当該国等の所掌事務の遂行に不可欠な個人情報を提供する場合であっ

て、当該個人情報を提供することにやむを得ない理由があり、かつ、個人の権利利益を

不当に侵害するおそれがないと認められるとき。 

(７) 前各号に掲げる場合のほか、実施機関が審議会の意見を聴いた上で、公益上の必要

その他相当の理由があると認めたとき。 

２ 実施機関は、実施機関以外のものに個人情報を提供する場合において、個人の権利利益

の保護のため必要があると認めたときは、当該個人情報の提供を受けるものに対し、当該

個人情報について使用目的若しくは使用方法の制限その他の必要な制限を付し、又はその

適切な取扱いのために必要な措置を講ずることを求めなければならない。 

（オンライン結合による提供の制限） 

第７条 実施機関は、電気通信回線を用いた電子計算機その他の情報機器の結合（実施機関

以外のものが実施機関の保有する個人情報を随時入手し得る状態にするものに限る。以下

「オンライン結合」という。）により個人情報を実施機関以外のものに提供してはならな

い。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、法令等の規定に基づくとき又は審議会の意見を

聴いた上で、公益上の必要があり、かつ、個人の権利利益を侵害するおそれがないと認め

たときは、オンライン結合により個人情報を提供することができる。 

（利用停止請求権） 

第34条 何人も、行政文書に記録されている自己に関する個人情報（法人その他の団体の活

動に関する情報に含まれる当該法人その他の団体の役員に関する情報及び事業を営む個人

の当該事業に関する情報であって特定個人情報でないもの並びに特定個人情報を除く。以

下この条において同じ。）が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、この条例の

定めるところにより、実施機関に対し、当該各号に定める措置を請求することができる。

ただし、当該個人情報の利用の停止、消去又は提供の停止（以下「利用停止」という。）

に関して法令等の規定により特別の手続が定められているときは、この限りでない。 

(１) 第５条の規定に違反して収集されたものであるとき又は第６条第１項の規定に違反

して利用されているとき 当該個人情報の利用の停止又は消去 

(２) 第６条第１項又は第７条の規定に違反して提供されているとき 当該個人情報の提

供の停止 

２ 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は実施機関が特別な理由があると認めた

代理人は、本人に代わって前項の規定による個人情報の利用停止の請求をすることができ

る。 

（利用停止請求の手続） 

第35条 第34条第１項又は前条第１項の規定による利用停止の請求（以下「利用停止請求」

という。）は、次に掲げる事項を記載した書面（以下「利用停止請求書」という。）を実

施機関に提出してしなければならない。 

(１) 利用停止請求をする者の氏名及び住所 

(２) 行政文書の名称その他の利用停止請求に係る個人情報（情報提供等記録を除く。次

条及び第37条において同じ。）を特定するに足りる事項 

(３) 利用停止を求める理由及び内容 

(４) その他実施機関が定める事項 

２ 利用停止請求をする者は、本人、第34条第２項に規定する法定代理人又は実施機関が特

別な理由があると認めた代理人（特定個人情報にあっては、本人、第34条の２第２項に規



定する法定代理人又は本人の委任による代理人）であることを証明するために必要な書類

を提出し、又は提示しなければならない。 

３ 実施機関は、利用停止請求書に形式上の不備があると認めたときは、利用停止請求をし

た者（以下「利用停止請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求め

ることができる。 

（個人情報の利用停止義務） 

第36条 実施機関は、利用停止請求があった場合において、当該利用停止請求に理由がある

と認めたときは、当該実施機関における個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な

限度で、当該利用停止請求に係る個人情報の利用停止をしなければならない。ただし、当

該個人情報の利用停止をすることにより、当該個人情報の利用の目的に係る事務の性質

上、当該事務の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められるときは、この

限りでない。 

（利用停止請求に対する措置） 

第37条 実施機関は、利用停止請求に係る個人情報の全部又は一部について利用停止をする

ときは、その旨の決定をし、利用停止請求者に対し、その旨を書面により通知しなければ

ならない。 

２ 実施機関は、利用停止請求に係る個人情報の全部について利用停止をしないときは、そ

の旨の決定をし、利用停止請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 標準処理期間 

個人情報の利用停止請求があった日から起算して30日以内とする。 

 

 

 

 

 

備考 条例又は規則に規定されている条文やその解釈に関する文書を閲覧したい方は、申し出て

ください。 

（適用除外） 

 市が取り扱う個人情報であっても次に掲げるものは条例第62条の規定により利用停止請求 

の対象外となります。 

(１) 統計法（平成19年法律第53号）第２条第６項に規定する基幹統計調査及び同条第

７項に規定する一般統計調査に係る調査票情報（同条第11項に規定する調査票情報を

いう。以下同じ。）に含まれる個人情報 

(２) 統計法第２条第10項に規定する行政記録情報に含まれる個人情報 

(３) 統計法第24条第１項の規定により総務大臣に届け出られた同法第２条第５項に規

定する統計調査に係る調査票情報に含まれる個人情報 

（４） 刑の執行に関する事項を記録する個人情報 

 


